
－195－

Ϩ　はじめに

　1994年に衆議院議員の選挙制度として小選挙

区比例代表並立制が導入されて以来、日本は自民

党と民主党の二大政党を中心とした政党政治が定

着しつつあったといえる（Reed, 2007）。しかし、

2012年12月16日に投開票が行われた衆議院議員

選挙の結果は、そうした二大政党制の流れに逆行

する新たな潮流を生み出した。それは、日本維新

の会やみんなの党などのいわゆる「第三極」と称

される第三政党の躍進である。日本維新の会は

54議席（公示前11議席）、そしてみんなの党は18

議席（公示前8議席）を獲得するなど、今後の国

政において二大政党に次ぐ役割を果たすことが期

待されるほどの支持を得ることに成功した。

　それでは彼ら「第三極」の躍進はなぜもたらさ

れたのであろうか。本来、二大政党制を生み出す

傾向があるとされる小選挙区を中心とした選挙制

度において第三政党以下の小政党が躍進するの

は、二大政党に対する不満によってもたらされる

ことが強調されてきた2。2012年衆議院議員選挙

における「第三極」の躍進もまた、失敗を繰り返

した民主党政権への失望と、野党第一党の自民党

への不信から日本維新の会やみんなの党を中心と

した「第三極」を選択した有権者が多かったこと

は間違いない（Reed, 2013a）。しかし、同じ「第

三極」でも日本未来の党のように議席を激減させ

た政党（公示前61議席から9議席）があることを

考慮すると、二大政党への不満が「第三極」の躍

進を完全に説明しているとはいえない。

　本稿では、2012年衆議院議員選挙において「第

三極」が躍進した要因として、彼らの地元におけ

る地方議員の存在に着目する。戦後日本政治にお
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要旨
　本稿は、2012年衆議院議員選挙において躍進を果たした日本維新の会などの「第三極」に注目

し、その躍進がもたらされた要因の検討を行った。本稿では大阪府大阪市と愛知県名古屋市の小

選挙区（分析単位は行政区）を事例に、日本維新の会、日本未来の党（減税日本）、公明党、そし

て共産党に所属する地方議員の存在が小選挙区・比例区の各党の絶対得票率にどのような影響を

与えているのかを分析した。分析の結果明らかになったのは、次の二点である。第一に、地方議

員の存在は確かに国政選挙の候補者の得票に有意なプラスの影響を与えている。第二に、県議会

議員よりも市議会議員の存在が国政選挙の候補者の得票に与える影響は大きい。本稿の分析結果

をふまえ、日本維新の会のような地域政党が国政政党として脱皮を果たすためには、地道に全国

的な規模で地方議員を増やしていく必要のあることが示唆される。
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いて保守系地方議員は、地元の自民党国会議員を

頂点に系列化され、国政選挙の選挙運動では実働

部隊として大きな役割を果たしていることが指摘

されてきた（井上、1992年）。またReed(2013b)

は、1994年の小選挙区比例代表並立制導入以降、

生き残った政党と生き残れずに消滅した政党に第

三政党が分かれた要因として、共産党や公明党な

どの生き残りに成功した第三政党には地方政治に

おける基盤、すなわち政党活動を行うのに充分な

数の地方議員が存在していたことが大きかったこ

とを指摘した。また、Cutts(forthcoming)は、イ

ギリスの第三政党である自由民主党（Liberal 

Democrats）の地方選挙での議席獲得が当該選挙

区の総選挙での躍進に大きな影響を与えているこ

とを明らかにしている。すなわち、第三政党（「第

三極」）の地方政治における活動の実績は、地方

議員の活動を通じて有権者に信頼感を与え、国政

選挙での躍進の足掛かりとして機能していた可能

性がある。

　本稿の目的は、「第三極」の地方議員の存在が

国政選挙における「第三極」候補者の得票にど

のような影響を与えていたのかを検証すること

にある。なお、本稿では事例として日本維新の

会、日本未来の党（減税日本）、公明党、そして

共産党の4つの新旧「第三極」を取り上げる。

2012年衆議院議員選挙で躍進を遂げた日本維新

の会、逆に議席を激減させた日本未来の党（減

税日本）、そして古くから第三政党として活動し

ている公明党と共産党という複数の政党を比較

することで、「第三極」の躍進状況をより明確に

捉えることができるはずである。また分析のデ

ータは、日本維新の会の地元である大阪府大阪

市の小選挙区（大阪1区から大阪5区）における

行政区と日本未来の党（減税日本）の地元であ

る愛知県名古屋市の小選挙区（愛知1区から愛知

4区）における行政区を対象とする。分析のデー

タを特定の地域に絞ったのは、様々な制約3もあ

るが、近年の地域政党ブームの主要な舞台であ

った大阪と名古屋を対象とすることで、府・県

議会議員の存在と市議会議員の存在を同時に考

慮することが可能となり、より精緻な分析がで

きると思われるからである。

ϩ　地方議員の存在が国政選挙における候補者の

　　得票に与える影響：各党の傾向

　本節では、日本維新の会、日本未来の党（減税

日本）、公明党、そして共産党の「第三極」に所

属する地方議員の存在が、2012年衆議院議員選

挙の小選挙区および比例区の各党の絶対得票率4

にどのような影響を与えているのかを散布図を作

成することで検証していく。

　図1から図4は、日本維新の会、日本未来の党

（減税日本）、公明党、そして共産党の大阪府・

愛知県議会議員数（各行政区議員定数に占める

当該政党所属議員の割合）と大阪・名古屋市議

会議員数（各行政区議員定数に占める当該政党

所属議員の割合）と、各党の小選挙区と比例区

の得票率との関係をみたものである。地方議員

の数が増えるにつれて小選挙区・比例区の得票

率が増加しているようにみえる散布図もある（例

えば、図2参照）が、データ間にばらつきが多く

明確な傾向があるとはいえない。

　そのため、次に地方議員が自身の選挙でどれだ

け得票したのかが、国政選挙における候補者の得

票に影響を与えている可能性を考慮し、大阪府・

愛知県議会議員選挙（2011年4月）と大阪（2011

年4月）・名古屋市議会議員選挙（2011年3月）に

おける各党の候補者の絶対得票率の合計5と、

2012年衆議院議員選挙における各党の小選挙区・

比例区の絶対得票率の散布図を作成してみること

にした（図5から図8を参照）。

　まず図5から図8の散布図をみてわかるのは、

2012年衆議院議員選挙における「第三極」各党

の得票率が、前年の地方選挙の各党得票率をかな

りの程度反映しているという点である。大阪府・

愛知県議会選挙と大阪・名古屋市議会議員選挙に

おける各党の絶対得票率が高い行政区ほど、衆議

院議員選挙における小選挙区・比例区の各党の絶

対得票率は高くなる傾向がある。この結果から、

地方議員の存在はかなりの程度国政選挙における

候補者の得票を説明すると言えるのではないだろ

うか。　

　次に、各党の傾向をより詳細にみてゆくと、地

方選挙におけるパフォーマンスが与える影響は政

党によって大きく異なることがわかる。「第三極」
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図１.　大阪府・愛知県議会議員の存在が小選挙区の得票に与える影響

図２.　大阪市・名古屋市議会議員の存在が小選挙区の得票に与える影響
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図３.　大阪府・愛知県議会議員の存在が比例区の得票に与える影響

図４.　大阪市・名古屋市議会議員の存在が比例区の得票に与える影響
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者を嘉田由紀子滋賀県知事が立ち上げた日本未来

の党から立候補させることを選択した。日本未来

の党は衆議院議員選挙公示の数日前に立ち上げら

れたばかりの政党であり、有権者の間に認知度は

低かった。人気のある看板を認知度の低い看板に

わざわざ架け替えた以上、減税日本を母体とする

日本未来の党が2012年衆議院議員選挙で得票を

大幅に減らし、名古屋市で1議席も獲得できなか

ったのは当然の結果であったといえよう。

Ϫ　計量分析

　本節では、前節で行った地方議員の存在が国政

選挙における候補者の得票に与える影響に関する

記述統計や散布図による検証を、他の変数の影響

をコントロールした形で行うために重回帰分析

（OLS）を行う。

　本節の重回帰分析の従属変数は、2012年衆議

院議員選挙における小選挙区および比例区の日本

維新の会、日本未来の党（減税日本）、公明党、

そして共産党の絶対得票率とする。

　地方議員の存在が国政選挙における候補者の得

票に与える影響を検証するために、2種類の独立

変数を投入する。まずモデル1には、日本維新の

会、日本未来の党（減税日本）、公明党、そして

共産党の大阪府・愛知県議会議員数を各行政区議

員定数に占める割合として求めた変数（県議割

合）と大阪・名古屋市議会議員数を各行政区議員

定数に占める割合として求めた変数（市議割合）

を投入する。もし、地方議員の存在が「第三極」

各党の得票に影響を与えているのだとすれば、各

行政区で当該政党の地方議員が占める割合が増え

るほど、小選挙区・比例区の絶対得票率は増える

はずである。そしてモデル2には、大阪府・愛知

県議会議員選挙（2011年4月）と大阪（2011年4

月）・名古屋市議会議員選挙（2011年3月）にお

ける各党の候補者の絶対得票率の合計値を独立変

数（県議選絶対得票率、市議選絶対得票率）とし

て投入する。地方選挙におけるパフォーマンスが

国政選挙の候補者の得票に影響を与えているのだ

とすれば、地方選挙の各党の候補者の絶対得票率

が増えるほど、小選挙区・比例区の絶対得票率は

増えるはずである。

のなかで、地方選挙におけるパフォーマンスをプ

ラスに働かせているのは、日本維新の会と公明党

である。特に市議会議員選挙においては、両党の

絶対得票率が高いほど、小選挙区における両党の

絶対得票率の伸び率は高くなっている。これは、

両党が市議会議員選挙でのパフォーマンスを小選

挙区での議席獲得に結びつけていることを示して

いると思われる。日本維新の会は、2010年4月に

当時大阪府知事であった橋下徹が立ち上げた大阪

維新の会を母体としている。カリスマ的な人気を

誇る橋下徹が率いる大阪維新の会は、2011年4月

の大阪府議会議員選挙では過半数を超える57議

席を獲得し、大阪市議会議員選挙では33議席を

獲得して第一党となり、そして同年11月の大阪

府知事・大阪市長ダブル選挙でも勝利するなど、

大阪の地方政治における主役の座にあった。さら

に、橋下は2012年9月に国政政党として日本維新

の会を立ち上げることで、太陽の党から合流した

石原慎太郎前東京都知事との共同代表という形で

衆議院議員選挙に臨み、全国的な政党支持率も非

常に高い状態にあった。そうした追い風も受け、

日本維新の会は地方議員の存在を効果的に地元の

大阪の小選挙区・比例区での得票に結びつけるこ

とに成功したのである。また公明党は、母体とす

る創価学会の会員が大阪や名古屋などの大都市に

おいては非常に多いこともあって地方議員も多

く、それらの都市で地方政治での活動を非常に活

発に行ってきた歴史がある。公明党の厚い支持基

盤が、地方選挙におけるパフォーマンスを効果的

にプラスに働かせているのかもしれない。

　逆に、地方選挙におけるパフォーマンスを特に

マイナスに働かせているのは、日本未来の党（減

税日本）である。名古屋市の小選挙区における日

本未来の党の公認候補は、名古屋市長の河村たか

しが2010年4月に立ち上げた地域政党「減税日

本」を母体としている。減税日本は、2011年3月

の名古屋市議会議員選挙で28議席を獲得して第

一党となり、続く同年4月の愛知県議会議員選挙

では13議席を獲得するなど躍進しており、河村

たかし名古屋市長の人気もあって減税日本の名古

屋市での支持は高い状態にあった。それにもかか

わらず、減税日本を率いる河村たかし名古屋市長

は、2012年12月の衆議院議員選挙に際して候補



北陸学院大学・北陸学院大学短期大学部研究紀要 第６号（2013年度）

－200－

図５.　大阪府・愛知県議会議員選挙のパフォーマンスが小選挙区の得票に与える効果

図６.　大阪・名古屋市議会議員選挙のパフォーマンスが小選挙区の得票に与える効果
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図 7.　大阪府・愛知県議会議員選挙のパフォーマンスが比例区の得票に与える効果

図８.　大阪・名古屋市議会議員選挙のパフォーマンスが比例区の得票に与える効果
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県議選絶対得票率よりも市議選絶対得票率の方が

係数の値は大きく、モデル1と同様に市議会議員

が果たす役割の大きさを示唆している。また、係

数の値を見ると、比例区よりも小選挙区の方が地

方選挙におけるパフォーマンスが国政選挙の候補

者の得票に与える効果が大きいことを示してい

る。

　なお、その他のコントロール変数については、

政党ラベルの影響が特に大きいことがわかる。日

本維新の会や公明党の候補者であることは小選挙

区・比例区共に得票に対して大きなプラスの影響

がもたらされるのに対し、日本未来の党（減税日

本）の候補者であることは大きなマイナスの影響

がもたらされることがわかる。

ϫ　おわりに

　本稿は、2012年の衆議院議員選挙において躍

進を果たした日本維新の会と、大敗した日本未来

の党に注目し、何が「第三極」の明暗を分けたの

かを明らかにすることを目的としていた。こう

した「第三極」の運命を分けた要因として、本稿

では地方議員の存在に注目した。小選挙区を中

心とした選挙制度における第三政党の躍進や生

き残りに関する先行研究が明らかにしているよ

うに、地方議員の存在は2012年衆議院議員選挙

において「第三極」の候補者の得票に有意なプラ

スの影響を与えているのではないかと考えたの

である。この点について検証するために、本稿で

は事例として大阪市・名古屋市の小選挙区を対象

に日本維新の会、日本未来の党、公明党、そして

共産党の4つの新旧「第三極」を取り上げ、地方

議員の存在が国政選挙の候補者の得票にどのよ

うな影響を与えているのかどうかを検証した。

その結果、「第三極」の地方議員、特に市議会議

員の存在が2012年衆議院議員選挙の小選挙区・

比例区の「第三極」候補者の絶対得票率に有意な

プラスの影響を与えていることが明らかになっ

た。地域住民に最も近く、日常的な世話役として

も活動することの多い市議会議員は、国政選挙に

おいても最前線の選挙運動の担い手として大き

な役割を果たしていることが本稿の分析結果か

ら推察されるのである。

　地方議員の存在が国政選挙における候補者の得

票に与える影響を検証するために投入する以上の

独立変数の他に、本稿ではコントロール変数とし

て、基礎票6（モデル1のみ投入）、候補者の政党

ラベルダミー変数（日本維新の会、日本未来の党

〔減税日本〕、そして公明党）、当該政党が小選挙

区で立候補しているかどうかのダミー変数（比例

区の推定のみに投入）を分析に投入する。基礎票

を投入するのは、それによって各行政区における

各党の支持基盤を推定することが可能になるから

である。候補者の政党ラベルダミー変数を投入し

たのは、衆議院議員選挙における全国的・地域的

な政党支持の動向をコントロールする必要がある

と考えたからである。比例区において当該政党が

小選挙区で立候補しているかどうかのダミー変数

を投入するのは、小選挙区での候補者が重複立候

補し、選挙運動を行うことによって比例区での得

票にプラスの影響を与えることが考えられるから

である(Reed, 2003)。

　表1（従属変数：2012年衆院選挙小選挙区絶対

得票率）と表2（従属変数：2012年衆院選挙比例

区絶対得票率）は、重回帰分析（OLS）による推

定結果をまとめたものである。

　まず、モデル1の県議割合と市議割合について

みてみよう。小選挙区（表１）・比例区（表2）と

もに、市議会議員の存在は、国政選挙の候補者の

絶対得票率に有意なプラスの影響を与えているこ

とがわかった。行政区に占める各党の市議会議員

の数が増えるほど、国政選挙の候補者の得票は増

えるのである。これは、選挙運動の末端を担い、

かつ日常的に有権者と接する機会の多い市議会議

員がいかに重要な役割を果たしているかを示唆し

た結果であるといえよう。それに対し、小選挙区

（表１）・比例区（表2）ともに、府・県議会議員

の存在は、国政選挙の候補者の絶対得票率に有意

な影響を与えていない。市議会議員に比べると、

日常的に存在感の薄い府・県議会議員はそれほど

有権者を国政選挙で動員する力は持たないのかも

しれない。

　次に、モデル2の県議選絶対得票率と市議選絶

対得票率は、小選挙区（表１）・比例区（表2）と

もに、国政選挙の候補者の絶対得票率に有意なプ

ラスの影響を与えていることがわかった。ただ、
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と国政政党への脱皮の道は未だ遠いと言わざるを

得ない。確かに、比例区では全国的に民主党を上

回る得票を獲得したものの、比例区での得票は地

元の大阪を離れるほど低下する傾向にあった

(Reed, Scheiner, Smith, and Thies, 2013, 39)。

また、小選挙区での議席獲得は地元の大阪周辺

と、強力な後援会を有する平沼赳夫氏のようなベ

テラン政治家に限られていた。地域政党を母体と

した「第三極」が国政政党へと脱皮していくため

には、全国的に地方議員を増やして地域的な基盤

を地道に築いていくしかないと思われる。

　2012年衆議院議員選挙で「第三極」が躍進を

果たした現象は、日本維新の会のような地域政党

を母体とした新たなタイプの政党が国政において

も活躍する時代が来ていることを示唆しているの

だろうか。Hijino(2013)が指摘するように、地方

分権改革を主とした日本政治の様々な改革は、地

方政党が重要なアクターとして活動する余地を生

み出している。近年の日本維新の会の全国的な人

気は、まさに地域政党から国政政党から脱皮して

ゆく例として挙げることができるのかもしれな

い。しかし、2012年衆議院議員選挙で躍進を果

たしたとはいえ、日本維新の会の獲得議席を見る

表１.　推定結果：地方議員の存在が小選挙区の得票に与える影響

表２.　推定結果：地方議員の存在が比例区の得票に与える影響
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＜注＞

１　本稿作成にあたっては、「2013年度北陸学院大学及

び北陸学院大学短期大学部共同研究費」（代表：若山将

実）の助成を受けた。なお、共同研究者のスティーブ

ン・R・リード中央大学総合政策学部教授からは本稿の

作成にあたって多くの示唆と協力を頂いた。ここに記

して感謝します。

2　 小選挙区制において第三政党が支持を増大させる要

因の議論の整理として若山（2009年）を参照されたい。

3　 日本の国政選挙において地方議員の存在が候補者の

得票に与える影響を検証するためには、本稿で展開す

る一時点（2012年衆議院議員選挙）の特定の政党（「第

三極」）のみの分析だけでなく、自民・民主の二大政党

や他の小政党も対象としたより包括的で長期的な分析

が必要である。紙幅、データ収集に多大な時間が掛か

る等の制約により、本稿では全選挙区・全政党を対象

とした分析を行うことは断念し、大阪市と名古屋市の

選挙区のみを対象とした事例研究を行うことにした。

したがって本稿は、将来のより包括的な分析の準備稿

という位置付けになる。

4　 絶対得票率は、各党の得票に当日有権者数を除して

計算されている。投票者数を除すことで計算される相

対得票率ではなく、絶対得票率を使用するのは、投票

率の影響を排除できるからである。

5　 地方選挙で当選した地方議員の得票だけでなく、落

選した候補者の得票も含めて絶対得票率を計算してい

るのは、地方政治レベルで彼ら地方政治家が活動した

効果をより正確に把握することができるのではないか

と考えたからである。

6　 基礎票は、日本維新の会は2008年大阪府知事選挙に

おける橋下徹候補の絶対得票率、日本未来の党（減税

日本）は2009年名古屋市長選挙における河村たかし候

補の絶対得票率、公明党と共産党は2010年参議院議員

選挙における比例区絶対得票率を使用している。
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